
 

令和７年度 浜松市未来を拓く農林漁業育成事業費補助金 

食と農林漁業の新たな事業創出・育成事業 

 

 

 

 

 

 

提出書類の例 
 

 

 

 

 

 

 

  この例では「食品加工業を営む２次産業者が、浜松市内の１次産業者と連携して補

助金提案を行うケース」を仮定しています。 

  あくまで一つの例ですので、「【令和６年度】浜松市未来を拓く農林漁業育成事業費

補助金 食と農林漁業の新たな事業創出・育成事業のご案内」の「８ 申請に必要

な書類」と併せてご確認いただき、必要な書類をご用意ください。 

  便宜上、この冊子にはページ番号を付けていますが、実際の申請書類にはページ番

号を付けていただく必要はありません。 

 



 

事 業 提 案 書（食と農林漁業の新たな事業創出・育成事業） 

 

令和  年  月  日  

 

（あて先）浜松市長 

 

申請者 住所または所在地 浜松市中央区元城町 103-2 

団体名 家康食品 株式会社 

代表者 代表取締役 浜松 一郎  

（代表者が自署しない場合は、押印すること） 

 

       ※共同申請の場合、申請者分の所在地、名称、代表者名を自署または記名・押印すること。 

 

事業名      緑茶の新たな用途を開拓するための新商品の開発      

 

浜松市未来を拓く農林漁業育成事業費補助金交付要綱第９条の規定に基づき、上記の事

業に関し補助金の交付を受けたいので、補助金の交付申請に先立って、次のとおり関係書

類を添えて事業の提案をします。 

 

記 

 

１ 事業の目的及びその概要（250 字以内） 

 緑茶は静岡県の特産品であり、本市においても盛んに生産が行われている。しかし、緑

茶の需要は低迷しており、令和○年度の静岡茶は不作による品薄にもかかわらず一番茶の

取引価格が低迷する事態となった。こうした産地の危機に対して、弊社にて緑茶を活用し

た食品を開発し、緑茶の需要創出に貢献したい。創業以来、弊社が培ってきた食品加工技

術を活用し、緑茶の風味・味わいと健康面での機能性を活かした新商品を開発する。将来

的にはお土産用の商品展開も視野に、浜松の食のブランド価値発信にも貢献したい。 

 

 

 

 

 

２ 事業の実施期間 

    令和 7年 7 月 1日 ～ 令和 8年 3 月 31 日 

 

３ 補助対象経費及び補助金交付申請額 

補助対象経費   金    4,656,190    円 

（内訳は別添事業収支予算書のとおり） 

補助金交付申請額 金    2,327,000    円 

  代表者名は役職（代表取締役、代表理事など）も含めて記載して

ください。 
  代表者が自署する場合には、押印は省略可能です。 
  自署ではなく押印を選択する場合には次の点にご注意ください。 

  スタンプ印（いわゆるシャチハタ印）は使用不可です。 
  法人の場合、法人届出印を押印してください。 

実施期間は令和７年 7 月１日から令和 8 年３月３１日 

までの範囲内としてください。 

「様式Ⅰ－４ 収支予算書」から正確に

転記してください。 

※千円未満は,000 円として下さい。 









（第Ⅰ－２号様式） 

連 携 事 業 者 の 承 認 書 ・ 確 認 書 （食と農林漁業の新たな事業創出・育成事業） 

  令和  年  月  日   

 

（あて先）浜松市長 

 

連携事業者 住所または所在地 浜松市中央区中央 1-2-1 

団体名 ●●農園 

代表者 教育 太郎               

（代表者が自署しない場合は、押印すること） 

 

浜松市未来を拓く農林漁業育成事業費補助金交付要綱第９条の規定に基づき、下記の事業の

連携事業者の承認書及び確認書（連携事業者が一次生産者の場合に限る）を提出します。 

 

記 
 

申請者 家康食品 株式会社 

事業名 緑茶の新たな用途を開拓するための新商品の開発 
 

【連携事業者の概要】 

連

携

事

業

者 

 

住所又は所在地 

(※) 

〒430-0929 

 浜松市中央区中央1-2-1 

（フリガナ） 

氏名又は名称(※) 

 ●●ノウエン 

 ●●農園 

代表者役職 

及び氏名(※) 
代表 教育 太郎 

事業の概要(※) 茶の生産・加工・販売 

設立年月日 平成●年 4月 1日 年 商     10百万円 

資 本 金 0 千円 従業員数       3人  

主な株主又は 

出資者 

 主な株主名又は出資者名 法人等の形態 出資比率 

①    

②    

③    

④    

⑤    

⑥    

事業実績 

（直近２期分） 

(※) 

決算期 
第 4期 

（R○.4.1～R△.3.31） 

第 5期 

（R△.4.1～R□.3.31） 

①売上高 8,800千円 10,026千円 

②経常利益 3,400千円 4,500千円 

担当者役職 

及び氏名(※) 
代表 教育 太郎 

担当者連絡先 

(※) 

TEL 053-457-●●●● FAX 050-3606-●●●● 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ ●●●@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

※連携事業者１者につき、１枚作成をお願いします。 
※主な株主又は出資者欄は、上位からご記入ください。 

  代表者名は役職（代表取締役、代表理事など）も含めて記載して

ください。 
  代表者が自署する場合には、押印は省略可能です。 
  自署ではなく押印を選択する場合には次の点にご注意ください。 

  スタンプ印（いわゆるシャチハタ印）は使用不可です。 
  法人の場合、法人届出印を押印してください。 

「連携事業者の承認書」に限り、連携事業者か

ら事務局宛てに（申請者を介さずに）直接提出

していただいても差し支えありません（事業実

績など申請者に秘匿したい内容がある場合）。た

だし、提出期限は厳守してください。 



【確認書】（連携事業者が一次生産者の場合に限る） 

 

該当する□にチェックを入れてください。 

（１）暴力団（浜松市暴力団排除条例(平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条

例」という。)第２条第１号に規定する暴力団をいう。） 
（２）暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。） 
（３）暴力団員等と密接な関係を有する者 
（４）前３号に掲げる者のいずれかが役員等(無限責任社員、取締役、執行役若

しくは監査役又はこれらに準じるべき者、支配人及び清算人をいう。)
となっている法人その他の団体 

☑ 上記（１）～（４）に掲げる者のいずれにも該当しません。 

・補助金事業提案ならびに交付申請に伴い、浜松市未来を拓く農林漁業育成事業費

補助金交付要綱第６条の規定により、市において、事業提案者（補助金交付申請

者）の市税の納付又は納入状況について確認することに 
☑同意する 
→住所・氏名・生年月日欄へ自署ください。 
住 所（法人の場合は本店所在地・任意団体の場合は代表者の住所） 
浜松市中央区中央1-2-1       

 氏 名（名称及び代表者氏名） 
                    
 生年月日（法人の場合は会社設立年月日、任意団体の場合は代表者の生年月日） 
明・大・昭・平・令   年   月   日 生 

 







































（第Ⅰ－１４号様式） 

 

確認事項書 

 

 

あて先 浜松市長 

 

申請者  所在地 浜松市中央区中央 1-2-1 

団体名 ●●農園 

代表者 代表 教育 太郎            

（代表者が自署しない場合は、押印すること） 

 

該当する□にチェックを入れてください。 

☑ 特定の政治、宗教、選挙活動を目的とする事業ではありません。 

☑ 法令等又は公序良俗に反するおそれがあると認められる事業ではありません。 

（１）暴力団（浜松市暴力団排除条例(平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条例」

という。)第２条第１号に規定する暴力団をいう。） 

（２）暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。） 

（３）暴力団員等と密接な関係を有する者 

（４）前３号に掲げる者のいずれかが役員等(無限責任社員、取締役、執行役若しくは

監査役又はこれらに準じるべき者、支配人及び清算人をいう。)となっている

法人その他の団体 

☑ 上記（１）～（４）に掲げる者のいずれにも該当しません。 

・補助金事業提案ならびに交付申請に伴い、浜松市未来を拓く農林漁業育成事業費補助金

交付要綱第６条の規定により、市において、事業提案者（補助金交付申請者）の市税の

納付又は納入状況について確認することに 
☑同意する 
→住所・氏名・生年月日欄へ自署ください。 
住 所（法人の場合は本店所在地・任意団体の場合は代表者の住所） 
 浜松市中央区中央 1-2-1       

 氏 名（名称及び代表者氏名） 
  教育 太郎             
 生年月日（法人の場合は会社設立年月日、任意団体の場合は代表者の生年月日） 

明・大・昭・○平・令  ●年  4 月  1 日 生 

  提案書を自署とした場合は、こちらも自署してください。 

  提案書を押印とした場合は、こちらも同じ印影で押印して

ください。 



・ 給与所得者を雇用する事業者ですか。 

☑ はい ⇒ 市民税・県民税・森林環境税特別徴収義務者指定通知書の写し 

又は市民税・県民税・森林環境税特別徴収未実施理由書を併せて提出

してください。 

□ いいえ 

・ 補助事業と同一の事業において他の助成制度（補助金、委託費等）による財政的 

支援を受ける見込みは 

☑ ありません 

□ あります（補助金等名称：                    ） 

・ 過去に「食と農林漁業の新たな事業創出・育成事業費補助金」の交付を受けたことが 

  ☑ ありません 

  □ あります（補助金を受けた年度：                 ） 

⇒「あります」と回答した場合 

・ その際実施した事業は、今回提案した事業と 

□ 同様の事業です 

□ 別の事業です 

☑ 募集案内で示された「申請に必要な書類」を添付しました。 

 






